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要旨  
本研究は、合理的・経済的な重金属汚染対策工法の構築を目的として、砒素が

溶出する岩石を用いた覆土による重金属汚染対策工法に関する実験的な検討を

行った。試験の内容は、覆土材料を重金属移行抑止層として敷土に用いた場合、

その有効性を評価するための吸着試験、逐次溶出試験であって、これらの結果を

もとに敷土底部より漏洩する砒素の溶出・拡散評価を行った。その結果、覆土材

料に使用した床掘土及び購入土は、砒素の吸着能を有し、砒素の固液相関濃度を

ヘンリー式で仮定することにより表現が可能となった。そして、細粒分を含む現

地発生土を用いることにより、砒素漏洩濃度の低減が可能であったことから、現

地発生土の吸着効果を利用した処理対策が有効であることが明らかとなった。 
 
 
キーワード：重金属、地盤汚染対策、覆土、拡散、吸着 
 
 
 
 
 



 

ま え が き 
 

 建設工事において遭遇する自然的原因による重金属に対しては、平成 15 年 9 月に刊行され

た「建設工事で遭遇する地盤汚染対応マニュアル(暫定版）」に準拠して評価・対策が実施さ

れている。しかし、同マニュアルは平成 15 年２月に施行された土壌汚染対策法に準拠してい

るが、同法は本来、自然的原因による岩石ズリ中の有害重金属は対象外としており、より合

理的な評価・対策法が求められている。特に北海道では近年、建設工事において有害重金属

や酸性水の流出が発生する事例が確認されており、施工上あるいは事業費上の課題となって

いる。 

本共同研究ではこのようなことを背景に、合理的な重金属の対策法の技術開発を目指して、

平成 17 年度から平成 19 年度の約 3 カ年にわたり行ったものである。本報告書では、実現場

において覆土を施した盛土の実験、及び室内試験結果を基に重金属の溶出・拡散評価を行い、

その成果をとりまとめたものである。 

 本共同研究の参加者ならびに関係者の方々のご支援、ご協力に深く感謝するとともに今後

とも本分野の研究がますます進展することを期待する。 

 

 - 1 - 



 - 2 - 

目 次 

１．はじめに ····························································································· 3 

 

２．実験の概要 

２．１ 実施場所 ······················································································· 4 

２．２ 実験に用いた試料の材料特性 ···························································· 5 

２．３ 実験ケース ···················································································· 9 

２．４ 実験に用いた計測器 ······································································ 10 

２．５ バッチ式吸着試験 ········································································· 11 

２．６ 逐次溶出試験 ··············································································· 12 

 

３．実験結果 

３．１ 試験盛土の施工 ············································································ 13 

３．２ モニタリング結果 ········································································· 15 

３．３ 浸出水水質分析結果 ······································································ 16 

３．４ バッチ式吸着試験 ········································································· 19 

３．５ 逐次溶出試験 ··············································································· 19 

 

４．ヒ素の溶出・拡散評価 ········································································· 20 

 

５．おわりに ··························································································· 23 

 

＜参考文献＞ ··························································································· 24 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 3 - 

１． はじめに 

１．１ 研究目的 

本共同研究は、自然由来の重金属類を含有する岩石のずりを用いて、実施工規模の各種対策工を含めた

試験盛土を行い、盛土内に埋設した各種計器の実測データを取得・分析することにより盛土内における重

金属類の溶出過程を解明する。また、嫌気性条件下における重金属類の溶出抑制効果を検証し、重金属類

を含有する岩盤掘削ずりの合理的な処理対策法の構築を目的とする。 

 

１．２ 研究実施場所 

寒地土木研究所、北海道大学大学院工学研究科、上川町 

 

１．３ 研究期間 

 平成１７年１１月１日～ 平成２０年３月３１日 

 

１．４ 共同研究担当者 

機 関 名  所 属 名  氏 名 役 職 名  

寒地土木研究所 
寒地基礎技術研究グループ 

防災地質チーム 

伊東 佳彦 上席研究員 

日下部 祐基 主任研究員 

岡﨑 健治 研究員 

田本 修一 研究員 

中川 伸一 （元副室長） 

北海道大学 大学院工学研究院 五十嵐 敏文 教 授 

 

２．実験の概要 

本実験で対象とする重金属は、ヒ素とした。ヒ素の溶出形態は、一般的に酸化にともないヒ素を含む硫

化鉱物が分解する、もしくは還元にともない酸化物などから溶出することが知られている。また、ヒ素の

溶出は、pHの影響も大きく受ける。ここで、図-1にヒ素、鉄、硫黄、酸素、水素を含む系におけるpHと

酸化還元電位Ehの関係1)を示す。この図からヒ素は、pHとEhの変化により様々な鉱物と共存しているこ

とがわかる。参考文献2)で述べた種々の試験結果から試験後の検液のpHが、1~3程度を示す酸性のものと、

5~10程度を示す弱酸からアルカリ性のものとに分けられことから、本実験では主にpH5~10の弱酸性から

アルカリ性領域における酸化還元電位に着目して検討を行った。酸性を示すものは、ヒ素と共存する鉄や

粘土鉱物などが溶解し、環境基準値を超えるヒ素の溶出が想定されたため、実験の対象外とした。図-1よ

りEhが正を示すと酸化状態、負を示すと還元状態を表す。岩石ずりが大気中に暴露されると酸化状態（Eh

が正の値）になり、雨水により種々の鉱物と化学反応を起こす。本実験は地下水位以上の盛土において、

覆土による酸素の進入を抑制することにより岩石の酸化を抑制し、ヒ素の溶出を抑制することを想定した。 







表-1 各試料の材料特性 
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図-3  各試料の粒度試験結果 
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（１）沼田砂利産普通土          （２）小椋組産普通土 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）床堀土                  （４）粘板岩 

 

図-4 各試料の締固め試験結果 
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図-5 締固め度と透水係数の関係 

 

 次に、覆土材料の鉱物化学的特性を把握するため、X線粉末回折結果を表-2に示す。床堀土、普通土と

もに石英、長石、クリストバライトのほか、方解石、黄鉄鉱が認められた。また、粘土鉱物としては、2

八面型緑泥石と雲母粘土鉱物が認められる。 

 

 

表-2 Ｘ線回折結果一覧表 
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○ ◎ ○ △ △ △ － △

◎ ：明瞭でピーク強度非常に高い ＋ ：存在するがピーク不明瞭

○ ：明瞭でピーク強度高い － ：不明瞭（可能性あり）

△ ：ピークは明瞭だが強度小さい
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２．３ 実験ケース 

図-6に盛土形状を、表-3に実験ケース一覧をそれぞれ示す。図-6に示すように13～16.8 m四方で高さ2.5

～3.0 m程度の盛土を複数の異なる材料で覆土することによって合計4基築造した。覆土材料として表-3に

示すように、ケース１では覆土のない状態、ケース２では床堀土（粘性土）、ケース３では比較的細粒分の

多い購入土、ケース４ではケース３で用いた購入土に酸素消費材としてウッドチップを3%混入させそれぞ

れ実験に供した。 

 

 

 

 

 

 

 

（１）断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）平面図 

図-6 盛土形状 
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 バッチ式吸着試験の模式図を図-8 に示す。試験は、20～25℃の温度条件で粉砕した粘板岩 50g に脱イ

オン水500mLを加え、往復振とう機を用いて約200rpm、6時間、24時間及び14日間の振とうを行った。

振とう後の各溶出液の遠心分離を行い床堀土、購入土を固液比1:10となるよう投入した。4時間振とう後、

遠心分離を行い0.45μmメンブレンフィルターによって固液分離を行い、ろ液中のヒ素を ICP-AES法に

より分析した。吸着前後のヒ素濃度変化から各試料への吸着量を求めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 バッチ式吸着試験の模式図 3) 

２．６ 逐次溶出試験 

逐次溶出試験は、図-9に示すように20～25℃の温度条件で粉砕した粘板岩15gに脱イオン水150mLを加

え、往復振とう機を用いて約120rpmで1日間の振とうを行った。振とう後、遠心分離を行い0.45μmメン

ブレンフィルターによって固液分離し、岩石試料に再び脱イオン水150mLを加え溶出試験を10回繰り返し、

ろ液中のpHの測定及びヒ素をICP-AES法により分析した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 逐次溶出試験の模式図4) 
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３．実験結果 

３．１ 試験盛土の施工 

 試験盛土の施工は、旭川開発建設部上川道路建設事業所の協力（写真-2）のもと行った。路体盛土の試

験転圧結果を表-5及び図-10に示す。また、覆土の現場密度試験結果を表-6に示す。表-5より路体盛土の乾

燥密度は1.811g/cm3以上のため、コンバインドローラーによる転圧回数は５回とした。また、表-3より覆

土の乾燥密度は、概ね計画通りの乾燥密度を示しているが、ケース３の普通土の乾燥密度がやや高い結果

となった。 
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写真-2 試験盛土の施工状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-10 路体盛土の試験転圧結果 

表-5 路体盛土の試験転圧結果一覧 





３．２ モニタリング結果 

 盛土築造後、モニタリングは平成17年12月より開始し、平成19年7月まで行った。モニタリング結果を

図-11に示す。地温では、外気温が氷点下0度以下を示しているのに対し、覆土のケースでは、内部温度が

最低2℃、平均10℃、最大22℃であり、冬期でもプラス温度であった。体積含水率は、覆土のケースにお

いてずり内部の体積含水率が１５％以上を示し、少なからず降雨の影響を受けていた。土中酸素濃度は、

無対策のケースと比較して、覆土を施したケースで夏期に大きく減少し冬期に十分には回復しないことが

判明した。すなわち、覆土を施したケースでは、覆土で外気と遮断されることにより酸素の流通が制限さ

れることが確認された。また、雨水や融雪水によって盛土内の環境が、嫌気的な環境と好気的な環境の季

節変動を繰り返すものと考えられる。なお、図-11中のデータ欠損部分は、冬期間の積雪荷重によりデータ

ロガーと接続した電源ケーブルが切断したため、データが欠損した。また、ケース４酸素濃度計上部のデー

タは、データロガーの測定設定電圧よりも高い値が出力されたため、欠損している。 
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（１）地温 

図-11 モニタリング結果 
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（２）体積含水率                                 （３）土中酸素濃度 

図-11 モニタリング結果 

 

 

 

３．３ 浸出水水質分析結果 

浸出水水質分析結果についてヒ素の溶出量を図-12に示す。また、電気伝導度Ecについて図-13に示す。

図-12 よりずり内部のヒ素溶出量は、すべてのケースで土壌溶出量基準値を超過している。また、pH は

10～11のアルカリ性を示す。しかし、覆土のケース２における底部浸出水の結果では、ずり内部のヒ素溶

出量が約１年後に土壌溶出量基準値以下となっている。この結果、覆土のみによる対策ではヒ素の流出拡

散を抑止できないため、敷土に吸着層などの重金属移行抑止層を設ける必要があると考えられる。 

図-13 よりヒ素溶出量について電気伝導度の推移と比較すると、覆土のケースではずり内部の電気伝導

度が 2007/4/26 以降おおむね安定している。すなわち、ヒ素の溶出現象は安定した可能性が考えられる。

また、モニタリング終了の判断指標として電気伝導度は、有意な目安であると考える。 
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３．４ バッチ式吸着試験 

吸着量 q は、(1)式 4)により求めた。また、分配係数 Kdはヒ素の固液相関濃度がヘンリー式で表現され

るものと仮定し、(2)式により求めた。 

 

dry

e
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LCC

q
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×× 10000 ）－（
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e
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qK =
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ここで、qは吸着量、C0は初期濃度、Ceは平衡濃度、Lは溶液量、Wは試料土量である。なお、試料土

乾燥質量比は表-4の風乾試料含水比Wdryより求めた。 

 
表-7 吸着試験結果 

 

初期濃度

C0

平衡濃度

Ce

床掘土6H 8.7 0.009 0.001 0.0904 90
床掘土24H 8.6 0.025 0.001 0.271 271
床掘土14DAY 8.3 0.005 0.001 0.0452 45
購入土6H 8.7 0.009 <0.001 - -
購入土24H 8.5 0.025 0.001 0.261 261
購入土14DAY 8.2 0.005 <0.001 - -

分配係数

Kd（L/g）

吸着量q
（mg/kg・

dry）

0.885

0.919

試料名

As溶出濃度（mg/L）
試料土乾
燥質量比

振とう後
pH

 

 

 

 

 

 

 

吸着試験結果を表-7に示す。試験用溶媒の初期濃度は溶出期間によって異なり、24時間溶出操作を行っ

たヒ素濃度が最大で0.025mg/Lを示した。これは、水酸化鉄を含む岩石中の粘土鉱物がpHの変化によっ

て吸着と解離の両面の性格を有するため、長期間の溶出操作により吸着剤として作用した可能性が考えら

れる。 

本試験で得られたKdの最大値は床堀土で271L/g、購入土で261L/gとなった。このことから、覆土材料

に使用した床掘土及び購入土は、ヒ素の吸着能を有していることが確認された。 

 

 

３．５ 逐次溶出試験 

 溶出水中のヒ素濃度と pH の変化を図-14 に示す。ヒ素濃度は初回の溶出時に最大値を示し、溶出回数

とともに徐々に減少する。このことから、実現場においては岩石に接触する水が増加することによりヒ素

の溶出量が減少していくと考えられる。溶出回数によってpHは大きく変化せず、pH7.7～8.4の弱アルカ

リ性を示した。 
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図-14 掘削ずりの溶出回数とヒ素（As）溶出量・pHの関係 

 

４．ヒ素の溶出・拡散評価 

 これまでの実験結果を踏まえ、ずりからのヒ素溶出と覆土材料を敷土として用いた場合のヒ素吸着を考

慮し、敷土外部へのヒ素漏洩量を評価した。漏洩量の評価に際しては、1 次元移流拡散方程式のステップ

入力に対する解析解における下記の近似式 5)に逐次溶出試験結果を踏まえたずりからのヒ素溶出濃度を与

えて解析した。 

 

 

・・・(3) 

 

 

 

 

   ・・・(4) 

 

 

ここで、Cは敷土下部からの漏洩濃度、xは距離、vは浸透速度、Rfは遅延係数、Dは分散係数、tは時

間、ρdは乾燥密度、θは体積含水率である。 

 表-8 に示す入力値を用い、逐次溶出試験結果から実際の降雨浸透量を考慮し図-15 に示すずりからのヒ

素浸透量を設定した。ここで、分配係数 Kd は吸着試験の最大濃度における吸着量から算定した値を採用

した。 
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これらを入力条件とした敷土底部からのヒ素漏洩解析結果を図-16に示す。この図より、十分な濃度低減

が期待できる結果となった。いずれの場合も、細粒分を含む現地発生土を用いることによりヒ素漏洩濃度

の低減が可能であり、ヒ素を含有する掘削ずりの処理対策の合理化を図ることができる。ただし、Kdを求

めるための吸着試験は大気条件下で行った試験であり、覆土を施した盛土内の酸素濃度は夏期には5%以下

の還元的環境下になる。今後、同環境下におけるヒ素の溶出挙動及び吸着能を明らかにする必要があるも

のと考える。 
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５．おわりに 

  本共同研究により行った現場実験及びヒ素の溶出・拡散評価を行った結果、以下の知見が得られた。 

・盛土内の地温は冬期間でもプラス温度を示し、酸素濃度は無対策のケースと比較して、覆土を施した

ケースで夏期に大きく減少し冬期に十分には回復しないことが判明した。 

・盛土内のヒ素溶出量は、無対策及び覆土を施したケースの両方で土壌溶出量基準値を超過した。 

・ヒ素の溶出・拡散評価を行うために実施した室内試験では、覆土材料に使用した床掘土及び購入土は、

ヒ素の吸着能を有し、ヘンリー式で仮定することにより表現が可能であった。 

・室内試験結果より実施したヒ素の溶出・拡散評価では、細粒分を含む現地発生土を用いることにより

ヒ素漏洩濃度の低減が可能であったことから、現地発生土の吸着効果を利用した処理対策が有効である

ことが明らかとなった。 

 今後の課題として、合理的な汚染対策に関する設計法の確立のため、溶出源評価に関する検討、重金属

移行抑止層としての敷土層・不飽和層の評価方法の検討が挙げられる。 

 最後に、本共同研究の実施に当たりご協力いただいた関係各位に謝意を表する。 
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